
令和５年１月　由布市

由 布 市 第 ３ 次

男女共同参画プラン

年次報告書（令和３年度）





　由布市第３次男女共同参画プランは、令和３年度から令和７年度までの５年間

を計画期間とした、「男女共同参画基本法」及び「由布市男女共同参画推進条

例」に基づく由布市の男女共同参画社会の形成を図るための総合的な計画であ

り、男女共同参画社会を目指すための具体的な取組内容を定めたものです。

　この計画は、由布市男女共同参画推進条例と同じ５つの基本理念を持ち、≪男

女共同参画社会の実現に向けた基盤整備≫　≪あらゆる分野における女性の活躍

の推進≫　≪安心・安全な暮らしの実現≫の３つを基本目標としています。具体

的な施策については、重点目標ごとに展開していくこととしています。

　この年次報告書は、由布市男女共同参画推進条例第１８条の規定に基づく年次

報告として、令和３年度に本市が取り組んだ第３次男女共同参画プランの施策の

実施状況を報告するとともに、その進捗状況を示したものです。

はじめに



○家庭、地域、働く場における社会制度・慣行の見直し

２．男女共同参画を推進

　　し多様な選択を可能

　　にする教育・学習の充

　　実

○学校教育における教育・学習の推進

○多様な選択を可能にする教育・学習の推進

○各種審議会等委員への女性の参画の推進

１．男女共同参画意識の

　　一層の向上と社会制

　　度・慣行の見直し

○男女の平等と人権を守る環境づくり

○貧困、高齢等により困難を抱えた人の人権を守る環境づくり

○意識改革のための広報・啓発の推進

○あらゆる暴力を許さない環境の整備

○被害者の相談・支援等の推進

○職場環境の整備

○地域における男女共同参画の推進

３．活力ある地域社会の

　　実現に向けた男女共

　　同参画の推進

○防災分野における男女共同参画の推進

○女性団体等への活動の援助、環境の整備

○生涯を通じた健康の増進

○妊娠・出産等に関する健康の支援

１．生涯を通じた健康支援

２．女性に対するあらゆる

　　暴力の根絶

○企業・団体等への女性の参画の啓発

○男女共同参画を担う人材の育成

○仕事と家庭生活等の両立の支援

○女性の再就職等の支援

○男性の家事・育児等への参画促進
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１．政策・方針決定過程

　　への女性の参画拡大

２．ワーク・ライフ・バランス

　　の推進

計 画 の 体 系

総合目標 基本目標 重点目標 施 策



基本目標 重点目標 施　策
具体的施策

（延べ件数）
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

2 1 0 0

66.7% 33.3% 0% 0%

1 2 0 0

33.3% 66.7% 0% 0%

4 0 0 0

100% 0% 0% 0%

2 1 0 0

66.7% 33.3% 0% 0%

1 0 2 0

33.3% 0% 66.7% 0%

4 0 0 0

100% 0% 0% 0%

0 2 0 0

0% 100% 0% 0%

2 1 0 0

66.7% 33.3% 0% 0%

0 1 1 0

0% 50.0% 50.0% 0%

1 3 0 0

25.0% 75.0% 0% 0%

1 1 0 0

50.0% 50.0% 0% 0%

5 0 0 0

100% 0% 0% 0%

0 2 0 0

0% 100% 0% 0%

1 1 0 0

50% 50% 0% 0%

0 2 0 0

0% 100% 0% 0%

9 1 0 0

90.0% 10.0% 0% 0%

6 0 0 0

1 0 0 0

5 1 0 0

83.3% 16.7% 0% 0%

4 0 0 0

100% 0% 0% 0%

48 19 3 0

68.6% 27.1% 4.3% 0%

○意識改革のための広報・啓発の推進

○家庭、地域、働く場における社会制

度・慣行の見直し

２．

男女共同参画を推進し

多様な選択を可能にす

る教育・学習の充実

Ⅰ

男女共同参画

社会の

実現に向けた

基盤整備

３．

男女の平等と人権を

守る環境の整備

Ⅱ

あらゆる分野

における

女性の活躍

の推進

１．

政策・方針決定過程

への女性の参画拡大

２．

ワーク・ライフ・バランス

の推進

３．

活力ある地域社会の

実現に向けた

男女共同参画の推進

１．

男女共同参画意識の

一層の向上と社会制

度・慣行の見直し

○あらゆる暴力を許さない環境の整備

○被害者の相談・支援等の推進

○職場環境の整備

○地域における男女共同参画の推進

○防災分野における男女共同参画の

推進

○女性団体等への活動の援助、環境

の整備

合　　計

○学校教育における教育・学習の推進

○多様な選択を可能にする教育・学習

の推進

○男女の平等と人権を守る環境づくり

○貧困、高齢等により困難を抱えた人

の人権を守る環境づくり

○各種審議会等委員への女性の参画

の推進

○生涯を通じた健康の増進

○妊娠・出産等に関する健康の支援

○企業・団体等への女性の参画の啓

発

○男女共同参画を担う人材の育成

○仕事と家庭生活等の両立の支援

○女性の再就職等の支援

○男性の家事・育児等への参画促進

Ⅲ

安心・安全な

暮らしの

実現

１．

生涯を通じた健康支援

２．

女性に対する

あらゆる暴力の根絶

3
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4

3

3
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※別評価　Ｐ１４～Ｐ２０参照
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Ａ：施策どおり実施

Ｂ：おおむね施策どおり実施

Ｃ：一部実施

Ｄ：未実施

総括評価表



○地方自治法第１８０条の５に基づく「教育委員会」「選挙管理

委員会」「公平委員会」「監査委員会」「農業委員会」「固定資

産評価審査会」における女性委員の割合等の現状

・・・・・２１

○「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推

進」について（まとめ）
・・・・・２２

○「主な取組」の取組状況等とその評価

　（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）
・・・・・　１

○「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推

進」について（※女性委員のいない審議会等をなくす。）
・・・・・１４

○「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推

進」について（※女性委員の全体に占める割合４０％以上）
・・・・・１８

・・・・・２８

【資料】由布市男女共同参画推進条例

おわりに

○「農業委員」「認定農業者」「防災会議の委員」「消防団員」

「教育委員」に占める女性の割合等の現状
・・・・・２３

・・・・・２４

目 次



基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

総務課

市報や市ホームページへの掲載、啓発冊子等の設置及

びポスターの掲示等による啓発を行った。併せて、各

庁舎にポスター等の啓発資料を提供し、掲示等を依頼

した。

社会教育課
公民館に各種啓発用パンフレット、ポスター等の掲示

を行い、来館者に情報提供した。

総務課

啓発冊子及びポスター等を庁舎ロビーに設置し情報提

供に努めた。併せて、各庁舎にポスター等の啓発資料

を提供し、掲示等を依頼した。

挾間・地域振興課
ポスターの掲示、パンフレットの常備等啓発活動を実

施した。

湯布院・地域振興課
各種啓発用パンフレット、ポスター等を庁舎ロビーに

置き、情報提供に努めた。

挾間公民館
館内にポスターを掲示し、ロビーの資料コーナーに関

係資料を置き、情報提供を行った。

庄内公民館
ロビーにポスター掲示やパンフレット設置を積極的に

行い、情報提供に努めた。

湯布院公民館

各種啓発用パンフレット、ポスター等の展示を行い、

ゆふ大学生をはじめ、来館者に対する情報提供を積極

的に進めた。

総務課

「男女共同参画週間」については、コロナ禍のため街

頭啓発活動は実施できなかったが、各庁舎ロビーにて

啓発を行った。「行政相談週間」、「家族の週間」に

ついては、ポスターの掲示、横断幕の設置等による啓

発を行った。

人権・部落差別解消

推進課

庁舎内においてポスター等を掲示し、情報提供に努め

た。

Ａ

Ａ

①職場、家庭、地域におい

て、男女共同参画に関する

理解を深め、定着させるこ

とを目的として、女性団

体、教育団体等の協力を得

つつ、市報やインターネッ

ト等を活用した広報・啓発

活動の充実を図ります。

②男女共同参画に関する各

種啓発用パンフレット、ポ

スター等を収集し、公民館

や庁舎ロビーにおいて、市

民への情報提供に努めま

す。

③「男女共同参画週間」、

「行政相談週間」、「人権

週間」等を通じて市民の意

識啓発に取り組みます。
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「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

総務課

父子を対象とした事業を開催し、父親が子どもと触れ

合う機会を提供した。また、県作成の家事のシェアを

促す小冊子「幸せを呼ぶ！カジライフ」を婚姻届を提

出した方に配布し、結婚当初からの家事分担を促す啓

発を行った。啓発等を行う一方で、意識の解消には時

間を要すると考えられる。

社会教育課

家庭教育講座、家庭教育サロンを実施した（延べ２１

７名参加）。また、学びの機会を提供するため、自治

区等で行う人権学習への補助を行った。

挾間・地域振興課 場面、ケースに応じた声掛けを実施した。

庄内・地域振興課
呼びかけ等は行っているが、解消までには至っていな

い。

湯布院・地域振興課
啓発用パンフレット等により、役割分担意識の解消に

努めた。

②あらゆる場での性による

差別解消を図るため、出前

講座の開催や市報等を通じ

て啓発します。

総務課
市ホームページ等での啓発は行ったが、出前講座の開

催は実施できなかった。
Ｂ

挾間公民館

家庭教育講座のほっこりカフェでは子育て世代に対し

て、また寿大学では人権講座により学習機会を提供し

た。

庄内公民館
公民館主催事業を通じて資料（情報）提供等を行い、

啓発に努めた。

湯布院公民館

湯布院公民館、川上地区集会所合同の人権学習会（ゆ

ふ大学生・女団連・自治公民館長・川上地区集会所受

講生対象）で、男女共同参画に関する内容を取り入れ

た（１０１名参加）。

①学校教育全体を通じて、

思いやりと自立の意識を育

む男女平等教育を推進しま

す。

学校教育課

道徳科の授業、特別活動の授業、家庭科の授業及び社

会科の授業の教育課程に男女平等の視点からの取組を

位置付けている。

Ａ

②一人ひとりが健全な食生

活を実現するための食育を

推進します。

学校教育課

家庭科の授業の教育課程に、食育の視点の取組を位置

付けており、栄養教諭を活用した食育の授業を行っ

た。

Ａ

③ＡＬＴ（外国語指導助

手）との交流を通じ、他国

の人権意識や男女平等観を

学習する機会の提供に努め

ます。

学校教育課
市内全小中学校にてＡＬＴを活用した授業を展開して

いる。
Ａ

④教職員を対象に男女共同

参画の理解及び意識を高め

るための研修会を実施しま

す。

学校教育課 市内全小中学校にて職員研修を実施した。 Ａ

Ｂ
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・
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習

の
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進

①家庭、地域、働く場等社

会の様々な場面における慣

行について、役割分担意識

の解消に努めます。

③地域づくり推進を担う社

会教育関係団体への研修

会、公民館主催事業を通じ

て、性別による偏りにつな

がるおそれのあるものにつ

いて学習機会を提供し啓発

に努めます。
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

社会教育課

「まなびの情報誌」を発行し、講座や活動グループの

情報を紹介した。また、市報や市ホームページでは学

びの場を周知した。

スポーツ振興課 男女問わず、広く情報を発信した。

学校教育課
コロナ禍ではあったが、「由布学」を中心とした地域

との交流活動が行われた。

社会教育課

地域協育の取組により、地域住民が関わりながら、学

校支援活動や放課後・土曜日に学びや体験の活動を

行った。また、わんぱくサマーチャレンジやふるさと

探検部、子ども司書活動を実施した。

挾間公民館
ゆふの寺子屋や地域人材派遣事業により、地域住民か

らの指導を受け体験活動を行った。

庄内公民館
公民館事業等を通じ、地域住民と協力しながら地域で

の子育てに努めた。

湯布院公民館
家庭教育講座「ほのぼの広場」や放課後子ども教室、

学校支援において地域人材を積極的に活用した。

挾間・地域振興課
コロナ禍のため、令和３年度は体験活動ではなく見学

を実施した。

庄内・地域振興課 職場体験等で様々な情報提供を行ってきた。

湯布院・地域振興課

新型コロナウイルス感染拡大防止の為、小学生を対象

とした様々な体験活動が実施できなかった。令和４年

度は、感染状況を見ながら、公民館と連携し、地域で

の子育てに努めていく。

社会教育課

男女共同参画についての内容を盛り込んだ人権学習会

を開催した（湯布院公民館で実施、１０１名参加）。

男女共同参画に特化した講演会を開催する場合は総務

課との連携が不可欠である。

挾間公民館
主催教室の講座の一コマに男女共同参画の内容を取り

入れた。

庄内公民館
主催講座において男女共同参画を含む人権についた内

容を取り入れ、住民の意識の高揚を図った。

湯布院公民館

湯布院公民館、川上地区集会所合同の人権学習会（ゆ

ふ大学生・女団連・自治公民館長・川上地区集会所受

講生対象）では、男女共同参画に関する内容を取り入

れた（１０１名参加）。

Ｂ

Ａ

多

様

な

選

択

を

可

能

に

す

る

教

育

・

学

習

の

推

進

Ａ

①誰もが、各人の生き方、

能力、適性を考え、主体的

に多様な選択を可能にする

能力を身に付けられるよ

う、啓発に努めます。

②小学生を対象としたさま

ざまな体験活動を地域住民

が関わりながら行い、地域

での子育てに努めます。

③各種講演会・研修会等に

男女共同参画の内容を取り

入れ、地域住民の意識の高

揚を図ります。

２

　

男

女

共

同

参

画

を

推

進

し

多

様

な

選

択

を

可

能

に

す

る

教

育

・

学

習

の

充

実

Ⅰ

　

男

女

共

同

参

画

社

会

の

実

現

に

向

け

た

基

盤

整

備
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

①学校教育や社会教育にお

いて、人権への理解を深め

るため、人権教育・啓発活

動に努めます。

人権・部落差別解消

推進課

庁舎内において設置モニターでの映像、パネル・ポス

ターの掲示、チラシ・横断幕の設置等により人権意識

啓発に努めた。

新型コロナウイルス感染症の影響により人権各種大会

において実施できない事業もあったが学習機会の提供

に極力努め、人権意識啓発に取り組んだ。

Ａ

②学校教育において、人権

尊重につながる性教育を充

実させるとともに、授業参

観を通じて保護者の人権意

識の向上に努めます。

学校教育課
実施しているが、保護者への啓発にはまだ課題が残

る。
Ｃ

③県やＮＰＯ等と連携し

て、テレビやインターネッ

トなどからの人権を無視し

た情報等を主体的に読み解

くための学習機会の提供に

努めます。

総務課

（人権・部落差別解

消推進課）

令和３年度は実施できなかった。今後は人権・部落差

別解消推進課と情報共有しながら進めていきたい。
Ｃ

総務課
運転免許証自主返納者２０１名中１１９名に、タク

シー補助券を交付した。

総合政策課
運転免許証自主返納者２０１名中２名に、ユーバス無

料券を交付した。

②高齢者が健康づくりに気

軽に取り組むための環境を

構築し、健康に取り組む高

齢者の増加を図ります。

高齢者支援課

お茶の間サロン等の事業により、地域の通いの場の拡

大に努め、また挾間・庄内・湯布院それぞれに生活支

援コーディネーター※を配置し、通いの場の運営支援

を行った。

Ａ

③「由布市第２期子ども・

子育て支援事業計画」に基

づき、子育て・生活支援、

経済支援等を総合的に行い

ます。

子育て支援課
１３事業※をはじめ、保育量の確保や各種給付金の給

付など、生活支援及び経済支援等を総合的に行った。
Ａ

④高齢者、子ども、障がい

者、外国人等、誰もが必要

な情報にアクセスしやす

く、支障なく利用できる

ホームページ作りに努めま

す。

総務課

市ホームページをリニューアルし、スマートフォン対

応とした。また、ＬＩＮＥ公式アカウントを開始し、

友だち登録をした方に対し、ゴミの出し方や災害情報

など暮らしに役立つ情報をいち早く届けることができ

るようになった。

Ａ

３

　

男

女

の

平

等

と

人

権

を

守

る

環

境

の

整

備

①高齢者が運転免許証を自

主的に返納しやすい環境を

整備するため、７０歳以上

の運転免許自主返納者を対

象にユーバス無料券又はタ

クシー補助券の支援を行い

ます。

Ａ

男

女

の

平

等

と

人

権

を

守

る

環

境

づ

く

り

※生活支援コーディネーター：別名「地域支え合い推進員」。生活支援体制の充実・強化を図るため、ニーズと取り組みのマッチング

や、ネットワークの構築、資源開発等を行う。

※１３事業：子ども・子育て支援法第５９条に規定する１３の事業のこと。①利用者支援事業、②延長保育事業、③実費徴収に係る補

足給付を行う事業、④多様な事業者の参入促進・能力活用事業、⑤放課後児童健全育成事業、⑥子育て短期支援事業、⑦乳児家庭全戸

訪問事業、⑧養育支援訪問事業、⑨子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業、⑩地域子育て支援事業、⑪一時預かり事業、⑫病児

保育事業、⑬子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

貧

困

、

高

齢

等

に

よ

り

困

難

を

抱

え

た

人

の

人

権

を

守

る

環

境

づ

く

り

Ⅰ
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女
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同

参

画
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会
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現
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

①女性の職域拡大をめざ

し、企業や各団体等におけ

る女性参画に向けた取り組

みを促進する広報活動を行

います。

総務課
国や県からの情報の提供や啓発資料等による啓発を

行った。今後も商工観光課との情報共有が必要。
Ｂ

②「女性が輝く社会」の実

現に向けて、市内企業や商

工会等に対し、女性の人材

育成、役員・管理職の登用

についての取り組みを働き

かけます。

商工観光課

県女性起業家創出促進事業の「女性起業家おしごと

展」に参加し、市内の女性起業家と交流及び事業内容

の把握に努めた。

Ｂ

健康増進課

食生活改善推進員、母子保健推進員及びヘルスアップ

リーダー等が地域の健康づくりを目指し、お互い意見

を尊重しながら、コロナ禍ではあったが、創意工夫

し、地域活動を実施した。

社会教育課 社会教育関連団体へ活動の補助や支援を行った。

健康増進課

食生活改善推進員の養成講座に女性２名、男性１名が

参加し、食生活改善推進員として地域活動を担うため

の学習、調理実習等を学んだ。

また、母子保健推進員（女性４６名、男性２名）、ヘ

ルスアップリーダー（運動普及）（女性１７名、男性

８名）、食生活改善推進員（女性７６名、男性２名）

が老若男女問わず、地域での活動に積極的に参加し

た。

社会教育課
社会教育関連団体への活動を支援するとともに、公民

館講座、高齢者学級、家庭教育講座などを開催した。

スポーツ振興課
コロナ禍においても参加可能な研修会等の案内を広く

行った。

③職場内の男女共同参画意

識を向上し、男女共同参画

の推進に率先して取り組む

ため、職員への研修を実施

します。

総務課

男女共同参画に特化した研修は実施できなかったが、

職場内で行われる各研修の際には、男女共同参画の内

容を取り入れた。

Ｂ

Ａ

Ａ

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

１

　

政

策

・

方

針

決

定

過

程

へ

の

女

性

の

参

画

拡

大

①各団体等において、自主

的な学習活動の支援を通じ

て、男女共同参画の推進を

担う人材を育成します。

企

業

・

団

体

等

へ

の

女

性

の

参

画

の

啓

発

男

女

共

同

参

画

を

担

う

人

材

の

育

成

②男女を問わず各分野にお

ける研修会や講座への積極

的な参加を推進し、組織の

活性化を促します。

5



基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

①職場での時間外労働の抑

制や縮減の取組、健康相談

等の健康管理体制の整備、

ストレスチェックの対応に

ついて市報等による普及啓

発に努めます。

総務課

具体的な内容についての啓発はできなかったが、市

ホームページで労働に関する相談窓口等の案内を行っ

ている。

Ｃ

子育て支援課

令和３年度から新たに認定こども園１園の受入れが始

まり、受け皿を整備したため、令和３年４月１日現在

の待機児童の発生はなかった。

学校教育課
環境整備に努めているが、預かり保育の拡充には至っ

ていない。

商工観光課
各庁舎において週間求人情報を設置し、閲覧できるス

ペースを設置した。

挾間・地域振興課
再就職を支援するため、ハローワークの求人情報をリ

アルタイムで提供した。

庄内・地域振興課
再就職等に係るパンフレット等の情報を提供してい

る。

湯布院・地域振興課
閲覧できるスペースを設置し、ハローワーク等の求人

情報の提供に努めた。

挾間公民館
求人情報は庁舎で行っているため、近接する公民館で

は行っていない。資料の提供があれば設置したい。

庄内公民館
求人情報や求人相談にかかる託児等の情報を閲覧でき

るスペースを確保し、情報の提供に努めた。

湯布院公民館
求人情報を公民館ロビーで広く周知し、閲覧しやすい

環境への整備に努めた。

②妊娠・子育て中の女性に

配慮した職場環境の整備

や、生活に対応した柔軟な

働き方の選択ができる勤務

制度の普及啓発に努めま

す。

総務課
啓発資料等による啓発を行った。今後は市ホームペー

ジへの掲載をしていきたい。
Ｂ

③子どもが安全で安心して

過ごせる居場所づくりとし

て、放課後児童クラブ等の

充実・拡充を推進します。

子育て支援課
挾間小学校区の受入れ強化のため、新たに第３くすの

き児童クラブの開設に向けて準備を進めた。
Ｂ

④病気のため保育所等での

保育が困難な子どもを預か

る病児・病後児保育施設に

ついて、必要な時に利用で

きるよう周知するととも

に、施設の充実・拡充を検

討します。

子育て支援課

病児保育の県内広域化が令和３年１０月から始まり、

県内誰でもどこでも同じ料金で利用することが可能に

なった。

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

２

　

ワ

ー

ク

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス

の

推

進

②女性が安心して出産し、

子育てしながら働き続ける

環境整備として、保育施設

の待機児童発生防止に向け

た取組を行うとともに、公

立幼稚園の預かり保育のさ

らなる拡充を検討します。

①出産や育児等で離職した

女性の再就職を支援するた

め、求人情報を閲覧できる

スペースを設置し情報の提

供に努めます。

仕

事

と

家

庭

生

活

等

の

両

立

の

支

援

女

性

の

再

就

職

等

の

支

援
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

①親子を結び付け、家族の

きずなを深めるきっかけを

推進するため、休日を家族

で過ごすことのできる「家

族の週間」を推進します。

総務課
庁舎に横断幕を設置し、「家族の週間」の周知をし

た。
Ａ

②男性が家事や育児を主体

的に行うことの意義や大切

さについて理解が広まるよ

う、広報、啓発を行うとと

もに、男性が家事や育児へ

の関心を高めるための事業

を実施します。

子育て支援課

県発行の小冊子「イクボン」を配布し、育児への知識

と感心の高揚に努めた。プレパパ・プレママ※講習は

来年度の実施に向け取り組むことができた。

Ｂ

①性別を理由とした採用や

配置、昇格等における差別

的扱いが行われない職場づ

くりを進めるため、法令等

の遵守の周知・啓発に努め

ます。

総務課

採用や配置、昇格等における差別的扱いが行われない

職場をつくるため法令等を遵守している。また、その

周知・啓発も行った。

Ａ

②女性労働者が妊娠、出産

後も引き続き能力を発揮で

きる機会を確保するため、

労働基準法、育児・介護休

業法等に基づき、女性労働

者の勤務労働条件や健康管

理が適切に行われるよう事

業主へ啓発を行います。

商工観光課

総務課

人材確保等支援事業補助金において「大分県女性活躍

推進宣言」を行っている企業を対象としている。ま

た、市ホームページにおいて「スタートアップ労働条

件」のリンクを行った。

Ａ

③パートタイム労働法及び

同指針の周知徹底を図り、

パートタイム労働者と通常

の労働者との均衡を考慮し

た、処遇の浸透・定着を推

進します。

商工観光課
「労働なんでも相談会」を２回実施した。また、大分

労働局等から送付されるチラシを各庁舎に設置した。
Ａ

④長時間労働等の働き方の

見直しに向けた男女共同参

画の意義についての理解を

促進するために意識啓発を

行います。

商工観光課
大分労働局等から送付されるチラシを各庁舎に設置し

た。
Ａ

⑤誰もが安心して充実した

生活を送ることのできる環

境を整備するため、男性の

育児休業取得推進等、職場

における働き方改革の取組

を推進します。

総務課

市の職員向けに、令和３年１１月に作成した「働き方

改革ＴＲＩＡＬ」に５つの目標を掲げ、ワークライフ

バランス※の実現と魅力ある職場づくりに向け取組を

開始した。また、男性職員の育児休業取得等を推進し

た。

市内の事業所に対しては、商工観光課を中心に啓発等

を行い、働き方改革の取組の推進をしていく。

Ａ

男

性

の

家

事

・

育

児

等

へ

の

参

画

促

進

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

２

　

ワ

ー

ク

ラ

イ

フ

・

バ

ラ

ン

ス

の

推

進

職

場

環

境

の

整

備

※プレパパ・プレママ：もうすぐ父親になる人、もうすぐ母親になる人。

※ワークライフバランス：仕事と生活のバランスがとれた状態。
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

総合政策課 地域おこし協力隊員４名中、女性を３名任命した。

挾間・地域振興課
谷むらづくり協議会発足に向け、協議会中心の活動の

支援に努めた。

庄内・地域振興課
大津留まちづくり協議会、また、地域おこし協力隊の

協力で地域の活性につながった。

湯布院・地域振興課
地域活力創造補助金などを活用し、地域の中で多様な

取組を行った。

総務課
自治会における女性の参画拡大については地域ごとの

慣習が根強く、大きな変化は見られない。

社会教育課
各種審議会や委員会において公民館利用者や女性団体

の代表を委員として委嘱している。

学校教育課
呼びかけてはいるが、現状に大きな変化は見られな

い。

挾間・地域振興課 自治委員会活動での女性参画の推進を呼びかけた。

庄内・地域振興課 自治委員会や公民館活動で女性参画を推進している。

湯布院・地域振興課

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、女性の参画

拡大の広報等ができなかった。一方、公民館では人権

学習などの取組を行っていたので、令和４年度はそれ

を参考にし、また公民館と連携を取りながら女性の参

画拡大に努めていく。

①地域防災において、女性

参画を進めるため、女性防

災士の育成に取り組みま

す。

防災危機管理課

令和３年度から、防災士養成講座を自治区推薦のみで

なく、個人が応募出来るよう変更した。その影響も

あってか、１７名の合格者のうち、６名が女性であっ

た（令和２年度は１２名中１名）。

Ａ

②避難所の運営に関し、女

性と男性のニーズ等の違い

に配慮した取組を行いま

す。

福祉課

各避難所は、男女別のトイレ、授乳スペースを確保

（個室・仕切り）している。令和４年度は、備蓄品と

して生理用品を避難所に設置予定。

Ｂ

①市内の各種女性団体また

女性団体間の連絡協議等の

活動について支援します。

社会教育課
事務局として、団体の活動支援や各地域の連携・調整

に取り組んだ。
Ｂ

②女性団体における子育て

世代の女性のスキルアップ

を支援するため、経験豊富

な女性からの知識や技術の

継承、託児支援等会議に参

加しやすい環境づくりを進

めます。

社会教育課

県内で活躍する女性を招いた講演会を開催する予定

だったが、新型コロナウイルス感染症の影響により中

止となった。女性団体の活動ではないが、家庭教育講

座・家庭教育サロンを実施し、地域の方の協力のもと

託児支援も行った。

Ｂ

地

域

社

会

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

防

災

分

野

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進

女

性

団

体

等

へ

の

活

動

の

援

助

、

環

境

の

整

備

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

３

　

活

力

あ

る

地

域

社

会

の

実

現

に

向

け

た

男

女

共

同

参

画

の

推

進

②自治会や公民館、ＰＴＡ

等地域における多様な活動

計画や方針決定への女性の

参画拡大を図ります。

①地域やＮＰＯ等の団体に

おいて、男女がともに参加

し協力する活動を推進しま

す。また、地域おこし協力

隊を計画的に配置し、地域

との連携を深めていきま

す。

Ｂ

Ｂ
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

①由布市健康増進計画等に

基づきあらゆる場へ健康づ

くりへを働きかけ、社会全

体で個人の健康を支える環

境づくりを行います。

健康増進課

ゆふ健康マイレージ事業などを通じて、個人の健康づ

くりの取組や、地域での健康づくり活動、事業などに

対しインセンティブ※を付与し、個人の健康づくりを

支える仕組みを構築した。

Ａ

健康増進課

令和３年度より、がん検診と特定健診が同時に受けら

れるよう総合健診を５日間実施した。受診率の向上に

向け、４月に健診おたすけハンドブックの全戸配布や

ホームページ、乳幼児健診時にチラシを配布する等、

幅広く市民への周知を図った。

乳がん検診・子宮頸がん検診においては、休日検診の

実施や、受付以外のスタッフはすべて女性のレディー

ス検診、託児の日を設ける等、子育て世代・働き世代

が受診しやすいよう体制を整えている。

保険課

健診やがん検診の広報は冊子「健康おたすけハンド

ブック」を作成し、対象者へ配布するなど積極的に勧

奨に取り組んだ。また、４０歳以下の国保加入者につ

いて勧奨通知を作成するなど、広報を充実させた。

令和４年度にはＬＩＮＥなどのＳＮＳ※を活用した

り、Ｗｅｂ予約※を取り入れさらに受診しやすい環境

づくりに努めて行くとともに、他課と連携して事業所

などへの啓発も検討する。

商工観光課
人材確保等支援事業補助金において「健康経営事業所

認定」を受けている企業を対象としている。

③健康相談・健康を通じて

生活習慣の改善を図り、誰

もが健康で充実した生活を

送るための健康づくり体制

の充実に努めます。

健康増進課

健康診査後の生活習慣の改善に向けた指導の場とし

て、令和３年度はアクアビクス※教室、糖尿病予防教

室を実施した。アクアビクス教室は参加者４名(全て女

性)、糖尿病予防教室は参加者２１名(女性１７名、男

性４名)であった。健康教室に関しては、女性の参加者

が比較的多い状況であった。男性も参加しやすい教室

運営が出来るよう今後検討が必要。

Ａ

④各世代に応じた望ましい

食生活の実践に必要な知識

と技術を学ぶ場つくりに努

めます。

健康増進課

食生活改善推進員定例会を通じて、栄養バランスの

整った食事の調理実習や栄養に関する講義を行い、望

ましい食生活に必要な知識を学ぶ場を設けた。

令和３年度の定例会開催数・参加者は、挾間支部で５

回・４８名、庄内支部で５回・４８名、湯布院支部で

５回・７８名であった。

Ａ

⑤エイズ等の正しい知識や

薬物等が心身に及ぼす影響

についての正確な情報提供

に努めます。

健康増進課 各庁舎にポスターを掲示し、情報提供を行った。 Ａ

⑥学校教育において、性に

関する正しい知識を得るた

めの性教育を充実させるよ

うに努めます。

学校教育課 全ての小中学校において実施している。 Ａ

１

　

生

涯

を

通

じ

た

健

康

支

援

Ⅲ

　

安

心

・

安

全

な

暮

ら

し

の

実

現

②健康診査やがん検診の広

報を充実させるとともに、

事業所等への啓発も行い誰

もが受診できる体制づくり

に努めます。

生

涯

を

通

じ

た

健

康

の

増

進

Ａ

※インセンティブ：やる気を起こさせる外的要因。動機付け。

※ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略語。インターネット上で社会的ネットワークの構築を可能にするサービス。

※Ｗｅｂ予約：インターネット上で行う予約。

※アクアビクス：水中で体を動かす水中運動。
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

⑦うつ病等の心の病やさま

ざまな精神関連の問題や悩

みに対する相談窓口等の情

報の提供に努めます。

健康増進課

市ホームページ等で相談窓口の情報提供を行った。健

康温泉館に健康相談窓口を設置し、相談を行った（相

談件数１８９件）。

Ａ

保険課
訪問事業などで総合的な問題を抱えている方がいた場

合、必要に応じて他課の窓口へつなぐよう努めた。

健康増進課

総合相談窓口を設置し、専用の携帯電話を用いて市民

と各機関からの相談に対応した（電話相談１３０件、

訪問相談２６件）。

福祉課

総合相談窓口を開設し随時相談に応じた。また、ＤＶ

等の相談先が記載された県パンフレットを各庁舎窓口

に設置し、市ホームページにも掲載した。

子育て支援課

相談業務に係る知識・資質の向上を目的とした「支援

に携わる相談員連携調整会議」や関係機関の連携を深

めるための「由布市地域相談員ネットワーク会議」に

ついて、令和３年度は開催できなかったが、来年度以

降の再開に向けて調整を行った。

子育て支援課内の相談業務は、市民に寄り添う対応が

出来た。

高齢者支援課

地域包括支援センターの総合相談業務、在宅医療・介

護連携支援センターの相談窓口を設置し、市民からの

相談、市内医療介護職からの相談の両面に対応できる

よう努めた。

⑨スポーツ推進委員協議会

を中心に生涯を通じてのス

ポーツの普及を図り、各種

スポーツ大会へ男女が参加

しやすい条件整備に努めま

す。

スポーツ振興課

コロナ禍の中、多くの行事が実施できなかったが、実

施できたものについては広く周知を行い取り組んだ

（スポーツ推進員の構成：男性１６名、女性９名）。

Ｂ

⑩ゆふ健康マイレージ等を

活用し、運動習慣の定着を

推進します。

健康増進課

ゆふ健康マイレージ事業を通して、運動習慣の定着を

推進した。実績としてマイレージの応募者数は、令和

３年は１,０５０人（女性７５５人：７２％、男性２９

０人：２８％）となり、男女ともに増加した。

【参考（令和２年）】

９４５人（女性７１８人、男性２２７人）

Ａ

生

涯

を

通

じ

た

健

康

の

増

進

１

　

生

涯

を

通

じ

た

健

康

支

援

Ⅲ

　

安

心

・

安

全

な

暮

ら

し

の

実

現

⑧保健と福祉の総合相談窓

口を設置し各種相談業務の

充実を図ります。

Ａ
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

①乳幼児健診や健康相談、

訪問の機会を通じ、育児不

安や悩み等の解消に努めま

す。

健康増進課

乳幼児後期相談会、１歳半健診、３歳児健診、子育て

相談会など保護者が不安や悩みを相談できる機会を設

けた。その中で育児不安や悩みを抱える保護者に対し

て、架電や訪問など継続的な支援を実施し、解消に努

めた。

Ａ

②妊婦健診を定期的に安心

して受診できるように妊婦

健診費用の助成を行いま

す。

健康増進課

妊婦健診は受診券１４回とＡ（血色素・梅毒・ＨＢ

ｓ）Ｂ（子宮頸がん）Ｃ（ＧＢＳ※）と定期的な受診

を行うにあたって必要な健診費用の助成を実施してお

り、令和３年度は３５１名の妊婦が（個人の使用回数

は異なるものの）定期的な受診をした。

Ａ

③乳幼児の適切な医療の確

保を図るために医療費の助

成を行います。

子育て支援課
子どもの疾病の早期発見と治療を促進し、保健の向上

及び子育て世帯の負担軽減に寄与した。
Ａ

④産後訪問を通じて、産後

うつの予防や家族の育児参

加を推進し、女性が安心し

て産み育てられる環境づく

りに努めます。

健康増進課

令和３年度から産婦健診の補助（医療機関により１～

２回実施）を実施しており、２５０名に対して３１９

回の受診があった。産後訪問でＥＰＤＳ※の値や母の

表情・言動に注視し、産後うつの予防、家族の協力支

援の確認など、母自身が心身の健康を保ちながら育児

ができるような支援に務めている。

Ａ

⑤乳幼児健診において、未

受診の家庭の訪問等を行

い、未受診の乳幼児をなく

すよう努めます。

健康増進課

未受診の家庭への面会・訪問を必須で実施した。面

会・訪問が難しい家庭は医療機関や保育園等関係機関

と連携し、安否確認を行った。

Ａ

健康増進課

令和３年度、挾間健康センターはちびっこ広場を週１

回（金曜日）行い、母子が集まることのできる場を提

供した（新型コロナウイルス感染症の影響により２月

末から中止）。また、３地区でそれぞれの地区の子育

て支援センターに訪問し、保健師による計測・相談の

機会を設定した。他にも母子保健推進員と企画した、

母子ともに楽しむことができ、育児に関する悩みも相

談できる場を提供している。

子育て支援課
子育て支援センターを設置し、子育て等に関する相談

対応、情報の提供を実施し、不安解消に努めた。

１
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⑥母親が情報交換できる子

育て広場を開催し、育児に

関する悩みが解決できる

ネットワークづくりの推進

に努めます。

妊

娠

・

出

産

等

に

関

す

る

健

康

の

支

援

Ａ

※ＧＢＳ：Ｂ群溶血性連鎖球菌。

※ＥＰＤＳ：産後うつ病に対するスクリーニング（ふるい分け）検査として開発された自己記入式の評価表。
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

①暴力をなくす運動期間

（１１月１２日～２５日）

に広報活動を行い、暴力を

許さない意識の啓発に努め

ます。

子育て支援課
１１月１６日、挾間・庄内・湯布院の各所において、

広報ティッシュの配布を通じて啓発を行った。
Ａ

子育て支援課
要保護・要支援児童家庭と緊密に連絡を取り合うこと

で状況把握に努めるとともに、相談対応を行った。

高齢者支援課
パンフレットを庁内及び包括支援センターに設置し、

啓発に努めた。

③セクシュアル・ハラスメ

ントやマタニティ・ハラス

メント等の防止を図るた

め、商工会等を通じ、事業

主等への意識啓発に努めま

す。

商工観光課

商工会経営指導員がメンタルヘルス※研修を受講し、

巡回指導の際に活用した。また、働き方改革支援セン

ターの社労士による相談会を７回実施した。

Ａ

④あらゆる場でのセクシュ

アル・ハラスメントやマタ

ニティ・ハラスメント等の

防止に向けた広報活動に努

めます。

総務課
啓発パンフレット等を各庁舎に設置している。今後は

市ホームページ等での広報を実施していく。
Ｂ

⑤さまざまな暴力に対する

規制法を市報等に分かりや

すく掲載し、市民への周知

徹底に努めます。

総務課 相談窓口等も含め、市ホームページに掲載している。 Ａ

⑥学校教育において暴力を

許さない教育を推進すると

ともに、小中学校内のパソ

コンに有害情報への制限の

整備を行い、青少年の健全

な育成に努めます。

学校教育課

全ての小中学校において実施した。

また、学校内のパソコンについては有害情報への制限

を実施している。

Ａ

Ⅲ

　

安
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・

安

全

な

暮

ら

し

の

実

現

②配偶者や高齢者、児童等

に対する暴力防止への啓発

に努めます。
２

　

女

性

に

対

す

る

あ

ら

ゆ

る

暴

力

の

根

絶

Ａ

※メンタルヘルス：精神面における健康。

あ

ら

ゆ

る

暴

力

を

許

さ

な

い

環

境

の

整

備

12



基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 取組状況等 評価

「主な取組」の取組状況等とその評価
（※「各種審議会等委員への女性の参画の推進」を除く。）

子育て支援課

他者の目を気にすることなく相談できる窓口を整備し

ている。また、相談者に対し、いかなる暴力も許され

ないこと、我慢する必要がないことを示し、理解を促

した。

高齢者支援課

高齢者虐待の連絡体制について包括支援センターと協

議し、相談体制の整備に努めた。また、パンフレット

等を用いて相談窓口の周知を実施した。

子育て支援課
関係機関と連携し、被害者等の一時避難に積極的に関

与し、その後の生活に対する助言等を行った。

高齢者支援課
緊急一時入所が可能な養護老人ホームまたは特別養護

老人ホームに措置するための要綱を制定した。

③ＤＶ被害者及び犯罪被害

者等に対する住宅の確保

（市営住宅等の優先入居）

を行います。

建設課

ＤＶ被害者及び犯罪被害者等に対する市営住宅の確保

については、他の緊急入居分と兼用する形で常時空き

部屋を確保している。

Ａ

④犯罪被害者等に対する見

舞金その他の支援に取り組

み、市報等により市民への

周知徹底を図ります。

総務課

犯罪被害者等に対する見舞金等の支援体制を構築して

いる。また、大分県犯罪被害者ネットワーク会議に出

席し、相談者に寄り添った対応ができるよう実践演習

を行った。

また、被害者のカウンセリングの場の提供の際には、

相談者に配慮した場所の提供に努めた。

Ａ

Ⅲ

　

安

心

・

安

全

な

暮

ら

し

の

実

現

Ａ

Ａ

②支援施設や婦人相談所と

連携し、被害者の一時保護

や社会復帰のための自立支

援に努めます。

①ＮＰＯや関係機関と連携

し、相談窓口や相談電話等

の情報提供を行い、被害者

が安心して相談できる体制

づくりと暴力の潜在化防止

に努めます。被

害

者

の

相

談

・

支

援

等

の

推

進

２

　

女

性

に

対

す

る

あ

ら

ゆ

る

暴

力

の

根

絶
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 評価

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・男女共同参画審議会 １２名中、女性　８名

・情報公開審査会 　３名中、女性　１名

・個人情報保護審査会 　３名中、女性　１名

・交通安全対策協議会 ２０名中、女性　３名

・行政不服審査会 　３名中、女性　１名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・行財政改革推進会議 　８名中、女性　２名

・指定管理者選定委員会 　９名中、女性　１名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・防災会議 ２５名中、女性　４名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・総合計画審議会 １５名中、女性　３名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・市民交通対策検討委員会 １５名中、女性　４名

・地域公共交通会議及び地域公共交通活

性化協議会
１３名中、女性　０名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・人権教育・啓発推進審議会 　９名中、女性　２名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・農政対策審議会 　８名中、女性　０名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・都市計画審議会 １２名中、女性　４名

・挾間環境保全審議会 １６名中、女性　１名

・景観審議会 １４名中、女性　３名

・湯布院まちづくり審議会 １４名中、女性　３名

・自然環境等と再生可能エネルギー発電

設備設置事業との調和に関する審議会
１５名中、女性　１名

審議会等「５」中、女性のいない審議会等「０」

都市景観推進課 Ａ

総合政策課 Ｂ

人権・部落差別

解消推進課

審議会等「１」中、女性のいない審議会等「０」

Ａ

現状

審議会等「７」中、女性のいない審議会等「０」

総務課 Ａ

①

市の各種審議会

等において、幅

広い世代や分野

から女性の参画

を促進し、女性

委員のいない審

議会等をなくす

よう努めます。

各

種

審

議

会

等

委

員

へ

の

女

性

の

参

画

の

推

進

１

　

政

策

・

方

針

決

定

過

程

へ

の

女

性

の

参

画

拡

大

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

防災危機管理課

審議会等「１」中、女性のいない審議会等「０」

Ａ

農政課

審議会等「１」中、女性のいない審議会等「１」

Ｄ

審議会等「３」中、女性のいない審議会等「１」

「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推進」について
（※女性委員のいない審議会等をなくす。）
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 評価現状

「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推進」について
（※女性委員のいない審議会等をなくす。）

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・水道事業運営協議会 １８名中、女性　６名

・水道水源保護審議会 １１名中、女性　０名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・湯布院健康温泉館事業運営委員会 　７名中、女性　２名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・予防接種健康被害調査委員会 　６名中、女性　１名

・健康立市推進協議会 ２１名中、女性　６名

・母子保健推進員 ４５名中、女性４３名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・国民健康保険運営協議会 １０名中、女性　２名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・環境審議会 　９名中、女性　１名

・農業集落排水事業運営協議会 １２名中、女性　１名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・環境監視委員 　６名中、女性　２名

・地球温暖化対策地域協議会 １０名中、女性　８名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・中小企業者店舗等整備改善資金利子補

給審査会
１２名中、女性　１名

・特別小口融資審査委員会 １０名中、女性　０名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・民生委員推薦会 　７名中、女性　１名

・障害支援区分認定審査会 　６名中、女性　２名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・地域福祉計画・地域福祉活動計画推進

委員会
１３名中、女性　３名

・地域自立支援協議会 １４名中、女性　４名

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

Ａ

商工観光課

審議会等「２」中、女性のいない審議会等「１」

Ｂ

審議会等「４」中、女性のいない審議会等「０」

福祉課

①

市の各種審議会

等において、幅

広い世代や分野

から女性の参画

を促進し、女性

委員のいない審

議会等をなくす

よう努めます。

各

種

審

議

会

等

委

員

へ

の

女

性

の

参

画

の

推

進

１

　

政

策

・

方

針

決

定

過

程

へ

の

女

性

の

参

画

拡

大

審議会等「４」中、女性のいない審議会等「０」

環境課 Ａ

水道課

審議会等「２」中、女性のいない審議会等「１」

Ｂ

健康増進課

審議会等「４」中、女性のいない審議会等「０」

Ａ

保険課

審議会等「１」中、女性のいない審議会等「０」

Ａ
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 評価現状

「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推進」について
（※女性委員のいない審議会等をなくす。）

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・子ども・子育て会議 １９名中、女性１０名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・要保護児童対策地域協議会（実務者会

議）
１６名中、女性　９名

・要保護児童対策地域協議会（代表者会

議）
１１名中、女性　６名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・高齢者保健福祉計画・第８期介護保険

事業計画策定委員会
２８名中、女性　８名

・地域包括支援センター運営協議会 ２５名中、女性　６名

・認知症施策支援推進会議 １０名中、女性　９名

・認知症初期集中支援チーム検討委員会 １０名中、女性　５名

・支え合い推進会議（第１層） １１名中、女性　６名

・支え合い推進会議（第２層・挾間） ４３名中、女性１６名

・支え合い推進会議（第２層・庄内） ３６名中、女性２１名

・支え合い推進会議（第２層・湯布院） ２６名中、女性１１名

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・いじめ問題解決支援委員会 　　５名中、女性　１名

・学校運営協議会 １０６名中、女性４５名

・学校給食センター運営協議会 　１３名中、女性　９名

・教科用図書採択協議会 　　３名中、女性　１名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・修学支援委員会 　１３名中、女性　７名

・フッ化物洗口事業検討委員会 　　８名中、女性　２名

・由布高等学校振興協議会 　２２名中、女性　２名

Ａ

審議会等「７」中、女性のいない審議会等「０」

学校教育課 Ａ

①

市の各種審議会

等において、幅

広い世代や分野

から女性の参画

を促進し、女性

委員のいない審

議会等をなくす

よう努めます。

各

種

審

議

会

等

委

員

へ

の

女

性

の

参

画

の

推

進

１

　

政

策

・

方

針

決

定

過

程

へ

の

女

性

の

参

画

拡

大

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

審議会等「８」中、女性のいない審議会等「０」

高齢者支援課

審議会等「３」中、女性のいない審議会等「０」

子育て支援課 Ａ
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 評価現状

「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推進」について
（※女性委員のいない審議会等をなくす。）

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・社会教育委員会 １３名中、女性　２名

・文化財調査委員 　６名中、女性　０名

・公民館運営審議会 ２８名中、女性１２名

・図書館協議会 １３名中、女性１０名

【その他規則等に基づく審議会等※】

・子ども読書活動推進会議 １４名中、女性１１名

Ａ：全て達成 11

Ｂ：半分以上達成 4

Ｃ：一部達成 0

Ｄ：未達成 1

評価まとめ

審議会等「５」中、女性のいない審議会等「１」

社会教育課 Ｂ

※地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等

　普通地方公共団体が、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会

その他の調停、審査、諮問又は調査のために設置したもの。ただし、政令で定める執行機関については、この限りではない。

※その他規則等に基づく審議会等

　市政に幅広く意見を反映させるために要綱等の定めるところにより設置する委員会又は懇話会等であって、執行機関に対し、提言及

び報告等を行うものをいう。ただし、次のものを除く。

　・由布市の職員のみで構成する庁内検討委員会等

　・関係機関等の連絡調整、情報交換又は研修等を行うために設置する連絡協議会等

　・事業及び行事等を実施するために設置する実行委員会等

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

１

　

政

策

・

方

針

決

定

過

程

へ

の

女

性

の

参

画

拡

大

各

種

審

議

会

等

委

員

へ

の

女

性

の

参

画

の

推

進

①

市の各種審議会

等において、幅

広い世代や分野

から女性の参画

を促進し、女性

委員のいない審

議会等をなくす

よう努めます。
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 評価

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・男女共同参画審議会 ６６．７％

・情報公開審査会 ３３．３％

・個人情報保護審査会 ３３．３％

・交通安全対策協議会 １５．０％

・行政不服審査会 ３３．３％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・行財政改革推進会議 ２５．０％

・指定管理者選定委員会 １１．１％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・防災会議 １６．０％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・総合計画審議会 ２０．０％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・市民交通対策検討委員会 ２６．７％

・地域公共交通会議及び地域公共交通活

性化協議会
０％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・人権教育・啓発推進審議会 ２２．２％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・農政対策審議会 ０％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・都市計画審議会 ３３．３％

・挾間環境保全審議会 ６．３％

・景観審議会 ２１．４％

・湯布院まちづくり審議会 ２１．４％

・自然環境等と再生可能エネルギー発電

設備設置事業との調和に関する審議会
１３．３％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・水道事業運営協議会 ３３．３％

・水道水源保護審議会 ０％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・湯布院健康温泉館事業運営委員会 ２８．６％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・予防接種健康被害調査委員会 １６．７％

・健康立市推進協議会 ２８．６％

・母子保健推進員 ９５．６％

Ｄ都市景観推進課

審議会等「５」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「０」

審議会等「７」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「１」

総務課 Ｃ

防災危機管理課

審議会等「１」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「０」

Ｄ

審議会等「３」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「０」

Ｄ

人権・部落差別

解消推進課

審議会等「１」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「０」

Ｄ

現状

農政課

審議会等「１」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「０」

Ｄ

水道課

審議会等「２」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「０」

Ｄ

健康増進課

審議会等「４」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「１」

Ｃ

総合政策課

②

選出基準の見直

し等により、市

の各種審議会等

における女性委

員の全体に占め

る割合を４０％

以上になるよう

努めます。

各

種

審

議

会

等

委

員

へ

の

女

性

の

参

画

の

推

進

１

　

政

策

・

方

針

決

定

過

程

へ

の

女

性

の

参

画

拡

大

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推進」について
（※女性委員の全体に占める割合４０％以上）
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 評価現状

「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推進」について
（※女性委員の全体に占める割合４０％以上）

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・国民健康保険運営協議会 ２０．０％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・環境審議会 １１．１％

・農業集落排水事業運営協議会 　８．３％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・環境監視委員 ３３．３％

・地球温暖化対策地域協議会 ８０．０％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・中小企業者店舗等整備改善資金利子補

給審査会
８．３％

・特別小口融資審査委員会 ０％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・民生委員推薦会 １４．３％

・障害支援区分認定審査会 ３３．３％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・地域福祉計画・地域福祉活動計画推進

委員会
２３．１％

・地域自立支援協議会 ２８．６％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・子ども・子育て会議 ５２．６％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・要保護児童対策地域協議会（実務者会

議）
５６．３％

・要保護児童対策地域協議会（代表者会

議）
５４．５％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・高齢者保健福祉計画・第８期介護保険

事業計画策定委員会
２８．６％

・地域包括支援センター運営協議会 ２４．０％

・認知症施策支援推進会議 ９０．９％

・認知症初期集中支援チーム検討委員会 ５０．０％

・支え合い推進会議（第１層） ５４．５％

・支え合い推進会議（第２層　挾間） ３７．２％

・支え合い推進会議（第２層　庄内） ５８．３％

・支え合い推進会議（第２層　湯布院） ４２．３％

Ｄ

子育て支援課

審議会等「３」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「３」

Ａ

高齢者支援課

審議会等「８」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「５」

福祉課

審議会等「４」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「０」

Ｂ

環境課

審議会等「４」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「１」

Ｃ

商工観光課

審議会等「２」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「０」

Ｄ

保険課

審議会等「１」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「０」

Ｄ

②

選出基準の見直

し等により、市

の各種審議会等

における女性委

員の全体に占め

る割合を４０％

以上になるよう

努めます。

各

種

審

議

会

等

委

員

へ

の

女

性

の

参

画

の

推

進

１

　

政

策

・

方

針

決

定

過

程

へ

の

女

性

の

参

画

拡

大

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進
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基本

目標

重点

目標
施策 施策の方向 担当課 評価現状

「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推進」について
（※女性委員の全体に占める割合４０％以上）

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・いじめ問題解決支援委員会 ２０．０％

・学校運営協議会 ４２．５％

・学校給食センター運営協議会 ６９．２％

・教科用図書採択協議会 ３３．３％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・修学支援委員会 ６９．２％

・フッ化物洗口事業検討委員会 ２５．０％

・由布高等学校振興協議会 ０％

【地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等※】

・社会教育委員会 １５．４％

・文化財調査委員 ０％

・公民館運営審議会 ４２．９％

・図書館協議会 ７６．９％

【その他規則等に基づく審議会等※】

・子ども読書活動推進会議 ７８．６％

Ａ：全て達成 1

Ｂ：半分以上達成 2

Ｃ：一部達成 4

Ｄ：未達成 9

評価まとめ

②

選出基準の見直

し等により、市

の各種審議会等

における女性委

員の全体に占め

る割合を４０％

以上になるよう

努めます。

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

１

　

政

策

・

方

針

決

定

過

程

へ

の

女

性

の

参

画

拡

大

各

種

審

議

会

等

委

員

へ

の

女

性

の

参

画

の

推

進

※地方自治法第１３８条の４第３項に基づく審議会等

　普通地方公共団体が、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会

その他の調停、審査、諮問又は調査のために設置したもの。

※その他規則等に基づく審議会等

　市政に幅広く意見を反映させるために要綱等の定めるところにより設置する委員会又は懇話会等であって、執行機関に対し、提言及

び報告等を行うものをいう。ただし、次のものを除く。

　・由布市の職員のみで構成する庁内検討委員会等

　・関係機関等の連絡調整、情報交換又は研修等を行うために設置する連絡協議会等

　・事業及び行事等を実施するために設置する実行委員会等

社会教育課

審議会等「５」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「３」

Ｂ

学校教育課

審議会等「７」中、女性の割合が４０％以上の審議会等「３」

Ｃ
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担当課

教育総務課

監査・選挙管理委員会事務局

監査・選挙管理委員会事務局

監査・選挙管理委員会事務局

農業委員会事務局

総務課

選挙管理委員会
・委員４名中、女性２名

・女性割合　５０．０％

委員会等名 現状

教育委員会
・委員４名中、女性１名

・女性割合　２５％

固定資産評価審査会
・委員３名中、女性０名

・女性割合　０％

公平委員会
・委員３名中、女性１名

・女性割合　３３．５％

監査委員会
・委員２名中、女性０名

・女性割合　０％

農業委員会
・委員１１名中、女性１名

・女性割合　９．０%

地方自治法第１８０条の５に基づく

「教育委員会」「選挙管理委員会」「公平委員会」

「監査委員会」「農業委員会」「固定資産評価審査会」

における女性委員の割合等の現状
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①各種審議会等における女性委員の登用について

②各種審議会等における女性委員の登用の目標数値

③各種審議会等における女性委員の登用状況

各種審議会等数 委員数

うち、

女性委員

女性委員の

割合

人

地方自治法第１３８条の４第

３項に基づく審議会等　注)1
32 28 468 139 29.7%

その他規則等に基づく審議会

等　注)2
26 25 442 195 44.1%

地方自治法第１８０条の５に

基づく委員会等　注)3
6 4 27 5 18.5%

全各種審議会等 64 57 937 339 36.2%

注)1　地方自治法第１３８条の４第３項

・　由布市の職員のみで構成する庁内検討委員会等

・　事業及び行事等を実施するために設置する実行委員会等

※注)3　地方自治法１８０条の５

　市政に幅広く意見を反映させるために要綱等の定めるところにより設置する委員会又は懇話会等であって、執行

機関に対し、提言及び報告等を行うものをいう。ただし、次にのものを除く。

注)2　由布市審議会等の設置及び運営等に関する規程第２条第２号に該当する審議会等

・　関係機関等の連絡調整、情報交換又は研修等を行うために設置する連絡協議会等

　普通地方公共団体が、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査

会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は調査のためおくことができる機関

　各種審議会等において、"女性委員のいない各種審議会等をなくすよう努める”としていま

す。

　各種審議会等における女性委員の全体に占める割合について、”選出基準の見直し等により、

４０％以上になるよう努める”としています。

　各種審議会等の委員総数９３７人のうち、女性委員は３３９人でした。女性委員の占める比

率は３６．２％でした。

　執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければならない委員会及び委員

　・教育委員会

　・選挙管理委員会

　・人事委員会又は人事委員会を置かない普通地方公共団体にあつては公平委員会

　・監査委員

　上記以外で、執行機関として法律の定めるところにより市町村に置かなければならない委員会

　・農業委員会

　・固定資産評価審査委員会

各種審議会等

設置区分根拠

うち、

女性委員がいる

審議会等の数
人

「主な取組」のうち「各種審議会等委員への女性の参画の推進」について

（まとめ）
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政策領域 個別分野 項目 成果目標 担当課 現状等

係長相当職

２０２５年度末までに４０％
総務課

２９．５％

（総数８８名中、女性２６名）

課長補佐相当職

２０２５年度末までに３３％
総務課

２７．１％

（総数７０名中、女性１９名）

課長相当職

２０２５年度末までに２２％
総務課

１７．４％

（総数４６名中、女性８名）

「認定農業者

数」に占める

女性の割合

２０２５年度までに５.５％ 農政課

２．２%

（認定農業者≪個人≫

　　　１３４名中、女性３名）

［参考］

認定新規就農者(個人)２４件、うち女性

(夫婦による共同申請含む)８件

　女性の割合３３.３%

「自治会長」

に占める女性

の割合

２０２５年度までに１０％ 総務課
２．０％

（委員１４９名中、女性３名）

「消防団員」

に占める女性

の割合

２０２６年度までに１０％を

目標としつつ、当面５％
消防本部

１．９%（R４.６.２４時点）

（７１４名中、女性１４名）

　【内訳】

　　機能別消防団員　１３名

　　一般消防団員　　　１名

市町村職員の

各役職段階に

占める女性の

割合

第１分野

政策・方針決

定過程への女

性の参画拡大

Ⅰ

あらゆる分野

における女性

の参画拡大

「農業委員」「認定農業者」「防災会議の委員」「消防団員」「教育委員」に占める

女性の割合等の現状
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○由布市男女共同参画推進条例 

平成１７年１０月１日 

条例第９号 

前文 

少子高齢化の進展、更には社会経済情勢の急激な変化の中にあって、男女が、互

いに人権を尊重し、責任を分かち合い、性別に関係なく、その個性と能力を発揮す

ることができる共同社会の実現が重要である。 

このような状況の中、男女共同参画社会の実現を目指すことを決意し、男女共同

参画の推進についての基本理念を明らかにして、その方向を示し、男女共同参画を

総合的、かつ計画的に推進することにより、豊かな未来と活力ある由布市を築くた

め、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画社会の推進に関し、その基本理念を定め、市と

市民及び事業者等の責務を明らかにし、並びに男女共同参画に関する基本施策に

ついて必要な事項を定めることにより、男女共同参画社会の実現を総合的、かつ

計画的に推進し、もって豊かで活力ある地域社会の実現に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 男女共同参画社会 男女が性別にかかわりなく、社会のあらゆる分野に

おける活動に参画し、ひとしく政治的、経済的、社会的及び文化的利益を受け、

共に責任を担う社会をいう。 

（２） 事業者等 市内において、事業を展開する個人又は法人その他の団体を

いう。 

（３） 積極的改善措置 社会のあらゆる活動分野において、男女間の参画機会

の格差を改善するために、その機会を積極的に提供することをいう。 

（４） セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により相手を不快にさせ、そ

の人の生活環境を害し、又は性的な言動に対する相手の対応によりその人に不

利益を与えることをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進に当たっては、次に掲げる事項を基本理念とする。 

（１） 男女が、人としての尊厳を重んぜられ、性別によって不平等な取扱いを

受けないよう配慮されなければならない。 

（２） 性別による固定的な役割分担等を反映した制度又は慣例が、男女の自由

な活動の選択を妨げないよう配慮されなければならない。 

（３） 男女が、社会の対等な構成員として、市、事業者その他の団体などの施
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策又は方針の立案及び決定に参画する機会が確保されなければならない。 

（４） 男女が、相互の協力と社会の支援の下に、家庭生活において家族の一員

としての役割を円滑に果たすとともに、職業生活や地域活動ができるようにし

なければならない。 

（５） 男女が、互いの性を尊重するとともに、妊娠、出産その他の性と生殖に

関し、自らの決定が尊重され、生涯にわたって心身の健康に配慮されなければ

ならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

男女共同参画の推進に関する施策を総合的に策定し実施するとともに、その他の

施策についても男女共同参画の視点に立って実施する責務を有する。 

２ 市は、男女共同参画推進施策の策定及び実施に当たっては、財政上の措置及び

実施体制の整備に努めるものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、性別による固定的な役割分担意識に基づく制度及び慣行を改善し、

家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野における男女共同参画を推

進するよう努めなければならない。 

２ 市民は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するように努め

なければならない。 

（事業者等の責務） 

第６条 事業者等は、基本理念にのっとり、その事業活動において男女共同参画を

推進し、就労者の職業活動と家庭活動の両立を支援し、市の実施する施策に協力

するよう努めなければならない。 

２ 事業者等は、就労者に対し、就労に関して男女共同参画の推進に必要な情報を

提供し、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するように努めな

ければならない。 

（市を訪れる人や関係者との協調） 

第７条 男女共同参画社会は、国、県又は他の地方公共団体と協調し、市の来訪者

や関係者にその基本理念への理解を求めて実現していかなければならない。 

（性別による権利侵害の禁止） 

第８条 何人も、あらゆる場において、性別により差別的取扱いをしてはならない。 

２ 何人も、あらゆる場においてセクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。 

３ 何人も、夫婦間を含むすべての男女間において、身体的、精神的、経済的、性

的暴力等あらゆる暴力行為を行ってはならない。 

（公衆に情報を表示する場合の配慮） 

第９条 何人も、公衆に表示する情報においては、性別による固定的役割分担、セ

クシャル・ハラスメント及び男女間の暴力的行為を助長する表現その他男女共同
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参画の推進を妨げる表現を用いないよう努めなければならない。 

（男女共同参画計画） 

第１０条 市長は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

るため、男女共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画計画」

という。）を策定する。 

２ 男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１） 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 

（２） 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市長は、男女共同参画計画の策定に当たっては、市民の意見を反映し、第１９

条に定める由布市男女共同参画審議会への諮問等、適切な措置を講じなければな

らない。 

４ 市長は、男女共同参画計画を策定したときは、速やかにこれを公表するものと

する。 

５ 前２項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。 

（市民及び事業者等の理解を深めるための措置） 

第１１条 市は、男女共同参画の推進について、市民及び事業者等の理解を深める

ために、機会を通じて情報を提供し、啓発活動を行うよう努めるものとする。 

（推進体制の整備等） 

第１２条 市は、男女共同参画の推進に関する教育及び学習の充実に努めるととも

に、男女共同参画の推進を図るために必要な推進体制の整備に努めるものとする。 

２ 市は、民間の団体等が行う男女共同参画の推進に関する活動に資するため、情

報の提供その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（家庭生活の活動と他の活動の両立支援） 

第１３条 市は、男女が共に家庭生活と、職業生活その他の社会における活動と両

立することができるよう、その支援に努めるものとする。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第１４条 市は、法令等により設置された委員並びに委員会、審議会及びこれらに

準ずるものの構成員の選任に当たっては、積極的改善措置を講ずることにより、

できる限り男女の均衡を図るよう努めるものとする。 

２ 市は、事業者及び民間の団体における方針の立案及び決定に男女が共同して参

画する機会が確保されるように、情報の提供その他の必要な支援を行うよう努め

るものとする。 

（苦情及び相談等の申出） 

第１５条 市は、市民又は事業者等からの男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認

められる苦情の申出及び性別による差別的取扱い等に関する相談の申出等に対し、

積極的に対応するよう努めるものとする。 
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２ 市長は、前項の規定による申出に対応するため、由布市男女共同参画審議会の

意見を聴くことができる。 

３ 市長は、第１項の規定による申出に対し、必要があると認めるときは調査を行

うことができる。 

４ 市長は、前項の規定による調査により、必要があると認めるときは、関係者に

対して指導及び助言を行うことができる。 

（調査研究） 

第１６条 市は、男女共同参画推進の施策を策定し、実施するために必要な調査研

究を行うよう努めるものとする。 

（事業者からの報告） 

第１７条 市長は、必要があると認めるときは、事業者に対し男女共同参画に関す

る事項について報告を求めるとともに、助言をすることができる。 

（年次報告） 

第１８条 市長は、毎年、男女共同参画の推進状況及び実施状況について公表する

ものとする。 

（由布市男女共同参画審議会の設置） 

第１９条 男女共同参画を円滑に推進するため、由布市男女共同参画審議会（以下

「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、次に掲げる事務を行う。 

（１） 第１０条第３項の規定により諮問された事項について審議すること。 

（２） 第１５条第２項の規定により意見を求められた事項について調査審議し、

市長に意見を述べること。 

（３） 男女共同参画の推進に関する重要な事項について、市長の諮問に応じて

答申し、及び市長に建議すること。 

（組織及び委員） 

第２０条 審議会は、市長が委嘱する委員１５人以内で組織する。 

２ 男女いずれかの委員の数は、委員総数の１０分の４未満であってはならない。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 
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　令和３年度は、由布市第３次男女共同参画プランの初年度でした。

　全体的にみると、新型コロナウイルス感染症の影響で未実施となった事業、規

模を縮小した事業を除き、令和３年度に実施を予定していた事業は概ね実施する

ことができました。

　各施策の内容の評価については、令和３年度に実施した事業のほとんどは、目

標水準またはそれ以上の実績を上げています。

　一方で、固定的な役割分担意識の解消など、個々の意識改革が必要なものにつ

いては、幼少期からの環境が大きく影響していること等が考えられ、その改革に

は時間を要するため、引き続き、家庭・学校・社会において取り組みを進めてい

くことが必要です。

　日常の業務においても、常に男女共同参画の視点を持ち、男女共同参画社会の

形成に向け、今後も取り組みを進めていきます。

　各種審議会等委員への女性の参画の推進の「女性のいない審議会をなくす」に

ついては、６割以上の課が達成できています。

　その反面、「女性委員の委員全体に占める割合を４０％以上になるよう努め

る」については、半分以上の課が未達成となっています。今後は、目標を達成で

きるよう、要綱等の選出基準の見直しを行っていく必要があります。

おわりに
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